

私は、北区公明党議員団を代表して、質問をさせていただきます。

質問に先立ち、広島土砂災害の被災者の皆様へのお見舞いと、復旧と復興を心より願うとともに、秋の台風シーズンへの備えなど、公明党としても総力を上げて取り組んで参ります。
私は大きく５項目の質問をさせていただきます。　　　　　　　
最初の質問ですが、「長生きするなら北区が一番」について伺います。

２０１４年版厚生労働白書による健康寿命は男子７０．４２歳女子７３．６２歳となり、平均寿命との差は、男子９．１３歳女子１２．６８歳となります。健康寿命とは、健康で日常的に、介護を必要としないで、自立した生活ができる生存期間のことです。誰しも病気になり医療と介護の生活の日々を望んでいるわけではなく、元気に長生きをしたいと願っております。そこで、健康寿命を伸ばすための施策を、行う必要があります。

老化の順番は「歩けなくなる」「食べられなくなる」「分からなくなる」といわれております。

この最初の「歩けなくなる」は６５歳頃から筋肉量が落ちることで自覚するようになります。階段の昇降が辛くなったり、走ったり歩いたりすることが辛くなったりし、つまずきも増えるようになります。このような状態を医学的にはサルコペニア症候群といいます。進行性および全身性の骨格筋量および骨格筋力の低下を特徴とする症候群です。このサルコペニア症候群を予防するためには、適切な運動量の確保が必要です。
また、最近ではロコモティブシンドロームの必要性もいわれております。ロコモティブシンドロームとは、ロコモと略され　「運動器症候群」のことをいいます。人間の運動器とは、骨・関節・靱帯、脊椎・脊髄、筋肉・腱、末梢神経など、体を支え、動かす役割をする器官の総称です。ロコモは、この運動器の障害を指します。

したがって、高齢者はサルコペニアとロコモ対策が重要です。足立区では「パークで筋トレ」という事業を行い、足立区の１５箇所の公園に指導員を派遣して取り組んでおります。パークで筋トレとは主に高齢者を対象に、公園や広場などを利用して、足立区公認スポーツ指導員などが、筋トレ、ストレッチ、健康器具を使用した運動、ウォーキング、運動相談など、安全・気軽に楽しみながら健康体力づくりができる事業です。指導員からのアドバイスを受けながら、自主的な運動で、いきいきとした生活を送るための応援をしています。
また、最近ではスマートフォンに「いつでもどこでも体操ができる」というアプリがあります。是非、北区も高齢者の運動量を確保するための事業を行う必要があると思いますが花川北区長の見解をお伺いします。

次に「食べられなくなる」ということは、嚥下機能や、咀嚼機能が落ちることで食べられなくなります。咀嚼機能は歯の咀嚼力が重要です。そのためには、口腔ケアに重点をおいた取り組みが必要ですが、北区の取り組みを教えて下さい。また嚥下機能の維持には「ぱたから体操」が効果的です。北区発の「ぱたから体操」を、もっと区民に広げるために、北区のホームページや、スマートフォンでのアプリ開発も、効果的と思いますが、北区の見解をお伺いします。

最後の「わからなくなる」は認知症対策です。２０１２年厚生労働省研究班の調査では６５歳以上の高齢者のうち認知症の人は１５％です。認知症になる可能性がある軽度認知障害者は、４人に１人となる計算で、早急な対策を迫られております。認知症の原因の一つに脳血管障害があります。この脳血管障害の原因は、メタボリックシンドロームです。メタボリックシンドロームとは、メタボと略し、内臓脂肪型肥満を共通の要因として高血糖・脂質異常・高血圧が引き起こされる状態のことです。

そこで北区の取り組みについてお伺いします。１、北区の健康診断のＰＤＣＡサイクルいわゆる計画・実施・評価・改善を、お伺いします。２、特定保健指導のＰＤＣＡサイクルを伺います。３、国は２０２０年までに、２００８年度と比べ、メタボ人口の２５％削減を目標にしております。今後の北区の取り組みについて伺います。

しかしながら、医療や介護の必要になった方には、医療と介護の連携や、地域包括ケアシステムが必要です。北区の事業計画を伺います。

二つ目の質問ですが、「子育てするなら北区が一番」についてお伺いします。

本年５月８日、民間の研究機関「日本創成会議」の報告書で、人口減少について報告がありました。２０４０年までに、２０代から３０代の人口流出による出生率の低下で、８９６の市町村が消滅するというショッキングな報告です。全国知事会議は７月１５日、人口減少について「少子化非常事態宣言」を採択しました。これに対して７月１８日、安倍総理は、「まち・ひと・しごと創生本部」を設置しました。本部の目的は、個性あふれる地方の創生により、経済の好循環を全国に広げ、若者が元気に働き、子どもを育て、豊かな暮らしを、次世代に引き継ぐ、とあります。また、内閣府では「婚活イベント」に、運営費など財政面の支援を検討とか、結婚から出産まで幅広く活用できる基金を、都道府県に設けるとか、さらに新婚家庭や子どもの多い家庭が、公営住宅に優先的に入居できる制度等も検討しております。
公明党議員団は、８月１２日婚活事業に取り組む糸魚川市を視察し、今までの取り組みを調査しました。

糸魚川市は市町村合併から１０年を経過しましたが、人口減少が止まりません。平成１２年から平成２５年までに７，１６８人の減少となりました。その中でも特に６４歳以下の人口が減り、６５歳以上の高齢者が増加する少子高齢化が顕著となりました。さらに、未婚率を調査したところ、男子の３０歳代で４２％となり、市をあげて人口減少対策検討チームを発足しました。

主な取り組みとして
平成１８年度「さんさん子育てサポート事業」。
平成１９年度「縁結びコーディネーター制度」及び「ハッピー出会い創出事業」
平成２４年度「旧友と肩を並べ語らう場創出事業」

平成２５年度「ふるさと同窓会応援事業」
平成２６年度「結婚相談所入会支援事業」
という内容です。
そこで北区の取り組みについてお伺いします。

１、
婚活事業の必要性について

２、
北区の取り組みとして、どのような取り組みが可能なのか

３、
区民が望む婚活支援とは何か

次に子どもの権利条例についてお伺いします。この「子どもの権利条例制定」については、本年第二回定例会で、坂口議員が取り上げておりますので、その後の進捗についてお伺いします。
私は昨年の代表質問で「いじめ問題」を取り上げました。その後、東京都も本年７月１０日に、「東京都いじめ防止対策推進条例」および基本方針、総合対策が制定されました。北区もQ-Uテストを導入するなどの取り組みを行いましたが、Q-Uテストなどの検証をお伺いします。また、LINEいじめなど、表面に出ないいじめも増えておりますが、北区の取り組みについてお伺いします。

２０１３年度、親から虐待されて、児童相談所に通報や相談した件数は、７万３千件、前年度より７０６４件増加しました。子どもにとって、信頼のよりどころである親が、時には子どもの敵になっております。未成年である子供の人権は、誰がどのように守るのか？

公明党議員団は、日本で最初の「川崎市子どもの権利に関する条例」、さらに「豊島区子どもの権利に関する条例」を視察しました。そこで、子どもの人権を条例化する「こどもの権利条例」こそ、あらゆる子育てや教育施策の根本であると強く訴えます。
一人の生命が誕生する。それは、全宇宙から地球に贈られた、かけがえのない宝といってよい。「子どもこそ人類の創造者」と歌われております。是非、北区でも「子どもの権利条例」を制定するために、大きく前進していただきたいのですが、内田教育長および花川北区長のご決意をお伺いします。

次に子ども・子育て支援新制度についてお伺いします。

来年度から始まる子ども・子育て支援新制度について、何がどのように変わるのか、そのことで保護者のメリットやデメリットはなにか、現在の保育所や幼稚園などの、事業者への影響はどのようなものか、今後の北区の取り組みや課題についてお伺いします。

次に危険ドラックについて、お伺いします。
政府は本年７月下旬、脱法ドラッグなどから「危険ドラッグ」に名称を改めました。この危険ドラッグ摂取による交通事故の連続により、取り締まりも一層厳しくなりました。しかし、危険ドラッグの販売金額は、前年の金額を越えています。これだけ取締りを厳しくしても、販売量が増えております。本年上半期に警察が摘発した事件は、１２８件となり、昨年の１２５件をすでに上回りました。７月には、特別区長会および特別区議会議長会も「脱法ドラッグ撲滅に関する決議」を、行なっております。

危険ドラック対策は、入り口と出口を厳しく規制することが重要です。入り口はユーザー対策、出口は販売対策です。メーカーがいくら作っても、それを使うユーザーがいなければ、メーカーは潰れます。また、ユーザーがいくら欲しがっても、販売するところがなければ、売れません。

商売ではあたりまえの流通原理です。

現在、警察や行政は販売店や所持・使用者の取り締まりや、危険ドラッグとして認定される化学物質などの作業の迅速化に、全力をあげております。これらの対策は全て出口対策です。特に最近の販売方法は、インターネットを利用して水面下で取引しており、「いつでも」「どこでも」手に入る状態です。
つまり、出口対策を厳重に取り締まっていても、限界があります。

メーカーは世界中で販売しており、日本の警察や行政権の範囲を超えております。これらのことを踏まえて、最も重要なことはユーザー対策、入り口対策です。徹底的にユーザー対策を行い、危険ドラッグを使う人がいなければ、おのずから「危険ドラッグ」はなくなります。このユーザー対策は、１、教育２、教育３、教育です。「危険ドラッグ」に対する認識を、徹底的に教える以外にありません。
国立精神・神経医療研究センターの、全国中学生調査２０１２年で、５万４千人中、「危険ドラッグを入手できる可能性がある。」と答えた割合が、１５・６％に上がり、１２０人の使用者がいました。小学校、中学校、高校と、あらゆる教育機関が、全力で取り組むことが重要です。「危険ドラッグ」を、あらゆる角度から分かりやすく、何度も徹底して教えることが重要です。そのためには、警察・麻薬取締官・ＰＴＡ・学校医・学校薬剤師・保健所などの協力と連携が重要です。そこで質問ですが、
1、 現在、北区の取り組みについてお伺いします。
2、 現在の課題についてお伺いします。
3、 「危険ドラッグ」ゼロを目指す取り組みの重要性について、内田教育長および花川北区長の決意をお聞かせ下さい。

大きく三つ目の質問は、マイナンバー制度についてです。マイナンバー制度とは、「複数の行政機関に存在している個人の情報を、同一人の情報であることの確認を行うための基盤」です。今回のマイナンバー法は、主に社会保障・税制度の効率性、透明性を高め、住民にとって利便性が高く、公平・公正な社会を実現するための社会基盤にすることを、目指しています。

マイナンバー制度で、政府内での情報の連携が可能になることから、各省庁間で、情報の活用が進められております。２０１７年からは、自治体を含めた情報連携がすすめられます。更に２０１９年からは、民間の利用を想定しています。

このマイナンバー制度を、自治体の税分野と社会保障分野及び防災分野だけでなく、自治体が行う各種の行政サービスと連動させることで、更なる行政サービスの効率化が、図れると思います。

例として、防災対策では、住民の安否確認や避難先での住民抄や健康保険の発行。保育所の手続きや、教育機関の関係にも迅速に対応が可能となります。さらに、被災者の救済、罹災証明、土地家屋の調査も迅速になります。
また、健康対策として、健康診断の情報と医療機関のレセプトを分析することで、病気の予防や早期診断が可能になります。重複診療や多済服用も防止でき、医療費の削減にもつながります。
空き家対策として、建物や土地を所有する権利者や、使用者および管理者などを特定できることで、迅速な対応が可能となります。

障がい者の自立支援対策として、障がい者の認定、医療支援、介助支援、介護支援、就労支援の情報等を一元管理できるので、生涯にわたる生活のサポートが、円滑にすすめられます。

海外での利用事例として、銀行口座開設、クレジットカード取得、不動産登記、就業時の身分証明、病院での診察、運転免許証の取得、パスポートの申請、各種公的資格取得、電子政府サービス、電子投票、携帯電話の申請、レンタルビデオの会員登録、などがあります。

さらに、スウェーデンの子育て支援では、出生届をすると定期健診、予防注射、育児手当などが、自動で行政から送られてきます。

さまざまな活用が考えられますが、自治体の取り組みで、大きく左右されます。

そこで、マイナンバー制度への北区の取り組みをお伺いします。

１、
マイナンバー制度が関わる北区の事務事業全体を、どのようにグランドデザインしているのか
２、
グランドデザインを達成するためのPDCAサイクルは明確になっているのか

３、
システムへの投資額の妥当性は、誰がどのように判断するのか

４、
リスク分析などの事前評価やリスクマネージメントの強化は、明確になっているのか

５、
グランドデザインをすすめるにための各種作業の標準化・共通のルール、各種ガイドラインなどの整備は、すすめているのか

6、 国、東京都、一部事務組合、他の自治体や各所管との連携調整の課題を、どのようにすすめているのか伺います。
大きく四つ目の質問です。桐ヶ丘地域の諸課題についてお伺いします。
都営桐ヶ丘団地再生事業計画の第６期および桐ヶ丘団地の環境整備について、要望をいたします。

１、
桐ヶ丘中央商店街の再生を行うこと。

2、 桐ヶ丘区民センターの設置を行うこと。

3、 桐ヶ丘体育館の立替を行うこと。

4、 コミュニティ活性化のため、浴場の設置を行うこと。

5、 ファミリー向け定期借地権マンションを整備すること。

6、 大橋病院の再生を支援すること。

7、 桐ヶ丘中央公園は、明るく見通しの良い安全な公園とし、健康遊具を設置すること。

赤羽台団地再生事業については、東洋大学の誘致や、訪問および通所介護等の高齢者等支援施設の設置が、予定されておりますので、更なる赤羽台地域の環境整備の観点から、要望いたします。

１、ＵＲ赤羽台団地再生事業４期について、具体的な計画を示すこと

２、
ファミリー向け定期借地権マンションを整備すること。

３、
ＵＲ賃貸住宅を東洋大学生に、提供すること。

4、 仮称赤羽台森の公園については、地域の防災機能として、深井戸や公衆トイレの設置を要望します。日常的にはグランドゴルフ場や、健康遊具を整備して下さい。
5、 バリアフリーに配慮したエレベータを早期に設置すること。

桐ヶ丘地域は、高齢者および単身高齢者が５０％を超えております。その現状に即して、医療と介護のスムーズな連携や、地域包括ケアシステムのモデル地域として、整備することが重要です。また、自治会の活動や、防災の観点などから、町を支えるファミリー層の定住化をすすめていくことも、強く要望されております。花川北区長の見解をお伺いします。

最後、五つ目の質問は、世界遺産富岡製糸場との交流について質問します。

本年６月に富岡製糸場が世界遺産として登録されました。公明党区議団は、８月11日に視察を行うとともに、北区西ヶ原にあった蚕病試験場および蚕業試験場を、紹介してまいりました。富岡製糸場は明治５年１０月に開業し、近代日本の殖産興業の中心となりました。その背景にはヨーロッパの蚕業が、微粒子病などの感染症で、壊滅状態になり、それにかわる生糸を、日本が輸出する機会に恵まれたことです。明治政府は明治７年３月蚕病試験場を設置し、明治１９年１０月に北区西ヶ原に移転しました。明治初年欧州で猛威をふるった蚕の感染症の原因である微粒子菌や白殖蚕（びゃくきょうさん）、及び軟化病の伝染・予防法の確立が行われました。また、蚕が食べる桑についても、２２種類の桑が栽培され、桑の木についても気候風土に適した桑の品種や生育方法、病気の見分け方、良質な桑の葉を作る品種改良などを行いました。まさしく、日本の養蚕業をはじめとした絹産業を、支え続けたのが、北区西ヶ原にあった蚕病試験場です。今後、教育的な見地からも北区の小中学校の取り組みとして、富岡製糸場との交流を提案いたします。富岡市からも賛同の意を受けております。また、近隣にある、甘楽ふるさと館の利用者にも、富岡製糸場の見学をすすめてください。花川北区長および内田教育長の見解をお伺いします。
以上で質問をおわります。ご清聴誠にありがとうございました。
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